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2016年度の
達成状況

○インセンティブの仕組みにより加入者等の予防・健康づくりを推進する事業を実施していること。
○インセンティブが加入者の行動変容につながったかどうか効果検証を行っていること。

【達成要件】

宣言１
予防・健康づくりについて、一般住民を対象とした
インセンティブを推進する自治体を800市町村以上とする。

115市町村
保険者全体 市町村・国保 広域連合 健保組合 共済組合 国保組合 協会けんぽ

インセンティブ事業を
実施している

679 394 1 256 8 13 7

現在は実施していないが
予定あり

292 158 2 111 6 10 5

実施していない 2,195 1,031 29 924 70 113 28

事業の効果検証を行っている 184 115 0 64 1 1 3

行っていない 446 239 5 180 7 11 4

全要件達成数（対象保険者） 115

○ 予防・健康づくりに向けたインセンティブ事業を行っている自治体は394市町村あり、今後実施予定の自治体も
158市町村ある（事業の効果検証を行っている条件を併せると、達成状況が115市町村）。

18



118市町村 4広域連合
保険者全体

市町村・
国保

広域連合 健保組合 共済組合 国保組合 協会けんぽ

糖尿病性腎症の重症化予防の取組を行っている 1,104 659 9 368 10 11 47

現在は実施していないが予定あり 602 362 10 183 24 23 0

現在も過去も実施していない 1,385 520 12 703 48 101 1

過去実施していたが現在は実施していない 66 35 0 28 1 2 0

対象者を明確な抽出基準で抽出している 1,035 622 7 339 10 10 47

かかりつけ医と連携している 648 503 ６ 88 1 ３ 47

事業全体の効果検証を行っている 932 582 6 285 5 7 47

各都道府県の糖尿病対策推進会議等と連携している 151 137 2 4 0 1 7

保健指導を実施している場合専門職が携わっている 824 566 5 234 3 5 11

全要件達成数（対象保険者） 118 4

かかりつけ医等と連携して生活習慣病の重症化予防に取り組む自治体を800市町
村、広域連合を24団体以上とする。その際、糖尿病対策推進会議等の活用を図る。宣言２

【達成要件】
○糖尿病性腎症等の重症化予防の取組を行っていること。 ○対象者を明確な抽出基準で抽出していること。
○かかりつけ医と連携していること。 ○事業全体の効果検証を行っていること。
○各都道府県の糖尿病対策推進会議と連携していること。 ○保健指導を実施している場合、専門職が携わっていること。

2016年度の
達成状況

○ 糖尿病性腎症の取組を行っている自治体は659市町村あり、今後実施予定の自治体も362市町村ある。
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保険者全体
市町村
国保

広域連合 健保組合 共済組合 国保組合
協会
けんぽ

後発医薬品のシェアなどの指標
を把握している

2,001 996 34 784 64 75 48

使用割合・状況等の類型化を
行っている

1,091 387 24 557 50 27 46

後発医薬品利用推進のために
施策を実施している

2,872 1,458 46 1,139 84 97 48

効果検証を行っている 833 384 30 345 27 13 34

切り替え率指標の把握がある 1,357 751 35 408 62 53 48

差額通知に工夫をしている 1,301 674 30 461 51 39 46

後発医薬品使用促進のため
医療関係者と連携している

510 393 22 36 8 11 40

全要件達成数 262 84 10 122 13 3 30

全要件達成割合 7.6％ 4.9％ 21.3％ 8.7％ 15.3％ 1.8％ 62.5％

品質確保・安定供給を国に求めつつ、すべての保険者が
後発医薬品の利用勧奨など、使用割合を高める取組を行う。宣言８

84市町村国保（4.9％） 10広域連合（21.3％） 122健保組合（8.7％）

13共済組合（15.3％） 3国保組合（1.8％） 30協会けんぽ支部（62.5％）2016年度の
達成状況

○ 8割を超える保険者において、後発医薬品利用推進のために施策を実施している。
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●宣言１（予防・健康づくりの住民へ
のインセンティブの取組）
千葉 つくばウエルネスリサーチ

東京 イーウェル

東京 エヌ・ティ・ティ・データ

東京 クリエイトオンライン

東京 ＪＴＢベネフィット

東京 ＤｅＳＣヘルスケア

東京 ヘルスケア・コミッティー

東京 法研

愛知 あまの創健

大阪 社会保険研究所（関西）

●宣言２（糖尿病重症化予防の取組）
青森 青森県総合健診センター 東京 バリューＨＲ 大阪 ケーシップ
宮城 健生 東京 ヘルスケア・コミッティー 大阪 総合医科学研究所
東京 ＡＬＳＯＫあんしんケアサポート 東京 法研 大阪 法研関西
東京 エヌ・ティ・ティ・データ 東京 保健同人社 岡山 岡山スポーツ会館
東京 エム・エイチ・アイ 東京 ミナケア 広島 ＤＰＰヘルスパートナーズ
東京 現代けんこう出版 東京 明治安田システム・テクノロジー 広島 データホライゾン
東京 サンライフ企画 東京 メディヴァ 広島 ホームナース
東京 専門医ヘルスケアネットワーク 東京 労働衛生協会 広島 マイティネット
東京 ＳＯＭＰＯリスケアマネジメント 神奈川 ベストライフ・プロモーション 愛媛 東京ネバーランドえひめ
東京 ティーペック 長野 セイコーエプソン 福岡 カルナヘルスサポート
東京 東京都総合組合保健施設振興協会 愛知 愛知県健康づくり振興事業団 熊本 保健支援センター
東京 日本医療データセンター 愛知 あまの創健
東京 野村総合研究所 大阪 ウェルクル

●宣言６（健康・医療情報の加入者への分かりやすい情報提供）
福島 福島県保健衛生協会 東京 ヘルスケア・コミッティー
東京 赤ちゃんとママ社 東京 法研
東京 インテージテクノスフィア 東京 保健同人社
東京 イーウェル 東京 みずほ情報総研
東京 ウェルネス・コミュニケーションズ 東京 明治安田システム・テクノロジー
東京 ウェル・ビーイング 東京 ユニバーサル・ビジネス・ソリューションズ
東京 エストコーポレーション 神奈川 ベストライフ・プロモーション
東京 エヌ・ティ・ティ・データ 山梨 山梨県厚生連健康管理センター
東京 エム・エイチ・アイ 愛知 あまの創健
東京 ＬＳＩメディエンス 愛知 小林クリエイト
東京 クックパッドダイエットラボ 愛知 法研中部
東京 現代けんこう出版 京都 京都工場保健会
東京 サンライフ企画 京都 メスプ・コーポレーション
東京 社会保険研究所 大阪 ウェルクル
東京 社会保険出版社 大阪 関西情報センター
東京 専門医ヘルスケアネットワーク 大阪 ケーシップ
東京 ＳＯＭＰＯリスケアマネジメント 大阪 社会保険研究所（関西）
東京 大和総研ビジネス・イノベーション 大阪 法研関西
東京 ＤｅＳＣヘルスケア 岡山 両備システムズ
東京 東京法規出版 広島 データホライゾン
東京 トッパン・フォームズ 広島 ヒロケイ
東京 日本医療データセンター 愛媛 愛媛県総合保健協会
東京 日本健康文化振興会 高知 ジェイエムシー
東京 バリューＨＲ 福岡 ＦＣＣテクノ
東京 光ビジネスフォーム 熊本 くまもと健康支援研究所
東京 富士ゼロックス 熊本 保健支援センター

●宣言８（後発医薬品の使用促進の取組）
北海道 サポートシステム 長野 システックス
東京 インテージテクノスフィア 愛知 社会保険研究所（中部）
東京 エヌシーアール社会保険サービス 大阪 日本システム技術
東京 エヌ・ティ・ティ・データ 大阪 南大阪電子計算センター
東京 エム・エイチ・アイ 大阪 メディブレーン
東京 オークス 広島 データホライゾン
東京 社会保険研究所 広島 マイティネット
東京 社会保険システム研究会
東京 大正オーディット
東京 大日本印刷
東京 大和総研ビジネス・イノベーション
東京 東京法規出版
東京 トッパン・フォームズ
東京 ニチイ学館
東京 ニッセイ情報テクノロジー
東京 日本医療データセンター
東京 日本生産性本部
東京 日本調剤
東京 バリューＨＲ
東京 光ビジネスフォーム
東京 法研
東京 保健同人社
東京 ユニバーサル・ビジネス・ソリューションズ

複数の保険者・自治体から推薦を受けたヘルスケア事業者：日本健康会議2016で公表
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「データヘルス・予防サービス見本市」の開催を全国に拡大

＜福岡：健康経営モデル＞ ※健康保険組合連合会との併催

名 称： 「データヘルス・予防サービス見本市2016 in 九州」
開催日時： 2016年11月8日10:00～17:00
開催場所： 福岡国際会議場 多目的ホール

開催日時： 2015年12月15日 10：00－18：00
開催場所： 東京国際フォーラム ホールＢ７
内 容 ： 健康増進・予防に資する製品・サービス

提供事業者等による展示、セミナー等
参加対象： 医療保険者、企業経営者・人事/総務担当者、

自治体関係者、医療専門職、報道メディア等

＜大阪：メイン会場＞
名 称： 「データヘルス・予防サービス見本市2016」
開催日時： 2016年12月14日10:00～17:00
開催場所： インテックス大阪・３号館

○ 保険者が高度な専門性や人的資源を豊富に有する質の高い事業者を選定し、効率的に横展開を進めていくた
め、27年度に、健康・予防サービスを提供する事業者と医療保険者等とが出会い、協働・連携を推進させる場と
して「データヘルス・予防サービス見本市2015」（厚生労働省主催）を開催した。
※健診・保健指導、データ分析、健康な職場づくりに関する展示やセミナーを開催（28ブース）、約3000人が参加

○ 28年度は、全国に開催地を拡大し、「データヘルス・予防サービス見本市2016」を、福岡（11 月８日）、
仙台（11 月21 日）、大阪（12 月14 日）で開催する。
※ 「日本再興戦略2016」（平成28年６月閣議決定）では、「「データヘルス・予防サービス見本市」について、本年度中に全国
複数都市に規模を拡大して実施し、幅広く保険者・自治体と民間事業者とのマッチングを加速させる」とされている。

＜仙台：産官学連携モデル＞
名 称： 「データヘルス・予防サービス見本市2016 in 東北」
開催日時：2016年11月21日10:00～17:00
開催場所： 仙台国際センター展示棟 展示室１・２
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